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公害解決過程の事例比較に向けた意義と課題
──インド・ボパール事件と日本の公害から──

藤　川　　賢　

１　はじめに

環境問題の解決過程は，個別の問題解決と一般性をもつ制度の変革過程とが，

相互作用する過程であり，「構造的緊張→変革主体形成→変革行為→決着→新

しい構造的緊張」というサイクルがくり返される。その進展は，直線的である

というより蛇行的であり，個別の問題解決が全体的な制度の改善をもたらすこ

ともあれば，制度全体の逆行の影響を受けて解決したはずの個別問題が再燃す

ることも少なくない（舩橋2001b：９）。それを全体として見たとき，公害が

社会問題化していた1970年前後に比べて今日では，環境対策も進展した一方で

環境問題はむしろ困難さを増しているようにも感じられる。

同時に今日では，地球規模のものまで環境問題の範囲が広がっていることも

解決を困難にする一因となる。環境が地球全体の問題になることに関して，宮

内（1998）は，加害者─被害者図式が単純には成立しなくなった反面で重層化

しているとし，「環境問題の下での万人の平等」という言説のもとで，誰にとっ

て何が環境問題なのかを見据える必要を指摘する（宮内1998：163−164）。こ

の指摘が重要なのは，先進国側の関与が拡大すると同時に，責任が分散される

状況があるからである（平岡2001：112−115）。たとえば途上国の農園主は，

先進国の企業が求める価格や生産量を達成するために農薬を使用しなければな

らない。その際，農業者は農薬被害を受けると同時に，周辺の土地への汚染な
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どに関しては加害の側に立つことになる。そのため，農薬による健康や土壌へ

の影響が残っていたとしても問題として指摘しにくくなる。

この関係は一国内においても見られ，公害問題を今日に残す一因になってい

ると考えられる。責任が分散されると，しばしば，より弱い立場の人がその責

任を負わなければならないかのように感じることがある。カドミウム米を例に

挙げると，カドミウムを含む土壌で耕作する農業者はもちろん汚染原因者では

ないが，原因者が分かりにくくなるとともに，農業者は，汚染の顕在化を求め

るより検査の際にカドミウム米が検出されないよう祈る，加害者に近い気持ち

を抱かざるを得ない。イタイイタイ病（イ病）問題の後で重大な汚染地につい

て対策が進んだことによって，多くの汚染者は責任を果たしたとみなされるよ

うにもなり，近年，より微量のカドミウムが問題にされるようになっても，そ

の汚染責任を突きとめようとする動きはあまり出てこない（渡辺他2011）。結

果として，農業者はあたかもそれが自然汚染であるかのように受け止めざるを

得ないのである。この事態は公害が社会問題化する前の被害地の状況に通じ，

また，理論的観点からは社会ジレンマ論における「構造化された選択肢」にも

かかわる（舩橋2001a：47）。

筆者は，これまでイ病を中心に公害の歴史と現状に関する調査を行ってきた。

その中で，イ病後の神岡鉱山における発生源対策や，西淀川大気汚染問題に関

する住民運動から生まれた「公害地域再生センター」の設立など，公害経験を

活かした解決策や環境再生事業の存在を知った。と同時に，慢性カドミウム中

毒による腎臓障害が公害病と認められず，その影響を受けて富山でのイ病認定

や要観察者判定が厳しくなるなど，進んだはずの解決過程が後退する状況にも

触れた。そして，こうした後退には，公害発生時期に見られたのと共通する被

害・加害関係が存在するのではないかと考えるようになった。

本稿は，この解決過程における被害・加害関係を調査するための予備的な考

察である。その際，一つの手掛かりとなるのが冒頭にあげた個別の解決と制度
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的変革との関係である。加害構造や被害構造と言われるように環境問題が構造

的要因をもつなら，その解決には構造的な変革が必要であるが，それには当然

抵抗がつきまとう。そのために，個別の問題の解決過程にも逆行が生じること

になる。その典型例として1970年前後における日本の公害対策の進展とそれに

続く「まきかえし」を見ることができる。公害対策基本法や公害健康被害補償

法など公害関連法案に示される方向性は明確であり，環境汚染に関連する人体

の健康その他に関する被害を全国的に存在する可能性のある問題として捉える

ことによって，防止対策や被害救済を制度化しようとしたものである。それは

明らかな効果をあげた反面で，産業界を中心に，被害の限定や軽視，規制緩和

などを求める動きが強まり，一部の施策にも影響を与えた。その過程では，「公

害」を否定し，さらにはイ病などの具体的な被害を「幻の公害病」にしようと

する動きさえあった。

こうした公害の解決過程に見られる，逆行，放置，追加的加害・被害，派生

的加害・被害などに関しては，時代や地域を超えた共通性があるのではないか

と考えられる。その一例として，次節ではインド・ボパール事件の概要を紹介

する。史上最大の工場災害と言われるこの事件は，事故そのものは一夜の出来

事であるが，その背景や被害構造などには日本の公害と共通する側面があり，

とくに，解決過程における被害の放置や軽視によって今日も被害が継続してい

る状況はよく似ている。

続く「３」では現在の環境被害やその放置を考える上で公害という概念を用

いる意味について確認し，「４」では公害に関する解決が停滞ないし逆行する

過程で，公害被害の発生過程と似た差別がどのように作用するのかを考察する。

水俣病問題におけるニセ患者差別など，その例はあまりに多いので，ここでは，

その全貌を明らかにするより，問題顕在化以前と比べた際の解決過程に見られ

る差別や被害・加害関係の特徴を明らかにしていきたい。それらを踏まえて，

むすびでは今後の検討課題を整理する。
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２　ボパール事件における解決過程とその問題点

２－１　ボパール事件

ボパール毒ガス流出事故は，1984年12月３日に発生した，次のような事故で

ある。

「３日，真夜中を過ぎた頃，ユニオン・カーバイド社の農薬工場から，猛毒

のイソシアン酸メチルガスが漏洩しボパール市内を覆った。確実な死傷者数は

不明。事故当初は3500人死亡，20万人負傷と推定されていた。03年マディヤ・

プラデーシュ州政府の公式見解によると，即日死と被曝による事後死をあわせ

て１万5428人死亡。また，英国の活動団体『Bhopal Medical Appeal』は50万

人被曝，２万人死亡と推定する。化学工場史上，最悪の惨事」（『環境総合年表』：

458c）

この事件は，先述のように水俣病やイタイイタイ病など日本の公害問題とも

似た歴史的過程を経ている。上で引用した『環境総合年表』にも，1969年のボ

パール工場設立から，1999年11月にアメリカでこの事件に関するユニオン・カー

バイド社（UC 社）の責任を追及する訴訟が起こされ，2000年８月に請求却下

という門前払いの裁決が下されるまで，30年におよぶ10項目ほどの記載があ

る。中でも気になるのは，事故直前の1984年11月に「ボパール工場では…経営

方針が変わり…人減らし策がとられ，経験ある労働者が解雇される」という記

載があることと，事故15年後のアメリカでの提訴である。これらが事故の被害

とどうかかわっているのか，見てみよう。

２－２　事故の前史と事故後の被害拡大

発生源となったユニオン・カーバイド・インド社（UCIL 社）ボパール工場

はインド政府の呼びかけに応じて1969年に設立されたが，インド国内での農薬

売れ行き悪化により事故当時には主要な原料となるイソシアン酸メチル
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（MIC）ガスの生産をやめていた。農薬が売れなくなったのは，緑の革命によ

り国内の農業生産額はあがったものの貧しい農家には高い農薬は買えず，一軒

だけで農薬を使っても害虫は薬の効果が薄れた頃に戻ってくることが分かった

からである。そこで，UC 社は海外販売の拠点をインドネシアやブラジルなど

に移そうとしていた。そのために経費削減のために安全装置の切断や人員削減

が行われた。ボパール工場では操業開始当初からガス漏洩による労働災害が発

生していたが，こうした中で事態は深刻化していった。事故の２年前には地元

の新聞が工場の危険性を訴える記事をくり返し掲載したほどである。だが，そ

れは顧みられることなく，1984年の惨事は，ミスや安全装置不作動などが重な

ることで起こった。

次に1984年の事故以後の経緯を見ると，問題解決過程以上に重大だと考えら

れるのは，被害拡大が現在も続いており，かつ，その全貌がいまだに明らかに

されていないことである。一つには，第二世代，第三世代への影響がある。だ

が，これについてインド政府による医療研究班は，健康被害の存在が分かった

時点で調査を止めてしまったという（１）。

もう一つは，土壌・地下水汚染である。工場敷地内外には MIC ガスなどに

よる汚染が今も残っている。だが，UC 社も，2001年に同社を買収したダウ・

ケミカル社もボパール工場の責任を引き継ぐことを拒否し，汚染は放置されて

いる。工場周辺には事故後に移り住んできた人たちを含めた住宅地が存在する

が，水道は敷設されていない。そのため，井戸水を飲んだ子どもや老人などに

MIC によるとみられる健康被害が生じている。被害者運動による長年の陳情

の結果，事故発生から20年たってようやく給水車が全地域を回るようになった

ものの，危険は残るので，現在も被害者と支援団体が，UC 社およびダウ・ケ

ミカル社と行政に「汚染者負担原則」に基づく汚染除去と安全な水道供給など

を訴えている。

この訴えの中でも問われるのが，なぜ，企業がボパールの汚染除去と被害救
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済のための責任を取ろうとしないのか，という点である。ダウ・ケミカルは，

アメリカでは UC 社のアスベスト被害にたいする和解のために23億ドルを支出

しようとしており，この態度の違いについて Bhopal Medical Appeal（BMA）

は，次のように記述する。

「容赦のない答えは，ボパールの人は，アメリカ人と同じ人間ではないから

である。ダウは，dursban というアメリカ国内では禁止された農薬による被害

を受けたアメリカの子どもに，法廷外での和解のため，1000万ドルを支払った。

だが，インドでは dursban の国内使用は安全だと許可を出させるために，ダ

ウの社員が農務省職員に賄賂を贈ったことがみつかっている。インドの子ども

が死んだら1000万ドルなのか１万ドルなのかは疑問だ。ダウの広報責任者が，

ユニオン・カーバイドの被害者に支払われたケチな補償について言った有名な

発言がある。『500ドルならインド人には十分だ』。」（BMP2009：33）

２－３　ボパール事件の解決過程における水俣病問題との共通点

「公害が差別を生むのではなく，差別が公害を生むのだ」とは水俣病をめぐ

る有名な言葉であるが，ボパール事件の歴史では，こうした日本の公害に関す

る指摘の多くがあてはまる。そもそも，事故の発生そのものが，アメリカの工

場にくらべてボパール工場の安全対策が不足していたことに起因するし，ボ

パール工場がスラム街に隣接していたことの影響も大きい。さらに，事故時に

も，作業員たちは風上に逃げて助かったのに周辺住民への避難指示がなかった

こと，工場の診療所長さえ MIC ガスの毒性や対処法を知らず治療が大幅に遅

れたこと，などのために被害は拡大した（ボパール事件を監視する会編1986：

40−47）。また，貧富の差は避難の早さにもつながり，事故当夜バイクや自転

車などの乗り物で逃げた人たちに死者はいないという（Eckerman2005：167）。

ボパール事件と日本の公害との共通点として，もう一つ，健康被害が生計や

生活に影響を及ぼす被害の構造的拡大もボパールでは指摘されている。
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「被害にあったうち70％以上の人がハードワークで生計を立てていました。

そのうち５万人くらいの人は，それまでの商売や仕事が続けられなくなってい

ます。また，とくに若い女性には生理や生殖に関する問題があります。そのた

めに差別を受け，結婚も難しくなっています。このことはボパールの社会生活

をも混乱させているのです。（２）」

もちろん，ボパールと水俣の状況は，すべてが共通するわけではない。「ア

ジアと水俣をむすぶ会」などを通じて水俣・ボパールの双方で活躍する谷洋一

氏にうかがったところ，水俣病では被害者は地域の一部に過ぎないとみられた

のにたいして，ボパールではもちろん被害程度の違いなどはあるにしろ地域全

体が被害を受けた点が大きく異なり，これは，その後の住民運動にも影響を与

えているという（３）。

とはいえ，被害と差別のかかわりは水俣でもボパールでも事故後に続いてい

る。とくにボパール事件の場合には，アメリカの大企業とインドの貧困層との

間にある格差がきわめて大きく，それは，解決過程における追加的加害・被害

をもたらしている。その典型とも言うべきなのが，被害補償をめぐる動きであ

る。インド政府は，新たな法律をつくって自らが全原告の唯一の代表になるこ

とを決め訴訟にのぞんだが，アメリカ企業の対インド投資を抑制しないことを

優先するような交渉結果にいたった。1989年にインド最高裁の和解として UC

社側がインド政府に支払った損害賠償金額は4.7億ドル（４），そして，1993年に

被害者に分配された補償金は，「死者で約９万ルピー（約30万円），生存者で平

均２万5000ルピー（約８万円）」，受領者は合計で約32万人であった（『環境総

合年表』：460）（５）。

偶然ながら，死者約30万円という数字は1959年末の水俣病におけるいわゆる

「見舞金契約」と似ている。そして，見舞金契約と同様，ボパールでも補償金

の引き渡しは，これ以上の補償請求はしないという誓約書への署名と引き換え

になされた。さらに，貧しい人たちの被害は低く評価されがちであり，また，
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補償請求すらできなかった人も少なくない。健康や仕事を失って補償にすがる

しかない被害者の労苦は今日も続いている。

「…（これら生存者への）支払いの平均は１千ドルに満たない。生き残った

ものたちは，それだけのお金で，医療費や収入減を補って，残りの人生をどう

やって続けていけるというのだろう？　『あの夜』から25年がたって，受け取っ

た補償金はちょうど１日に７ペンスということになる。これでは，ボパールで

さえ紅茶一杯しか買えない。」（BMP2009：35）

なお，1989年の和解では，同時に UC 社責任者の刑事事件の終結も示された。

被害者運動からの抗議などを受けて，後にインドの法廷は刑事事件の続行を宣

言したが，アンダーソン UC 社社長（事故当時）などは出頭を拒否し，アメリ

カ政府も身柄引き渡しなどに応じていない。2010年６月にインドの UCIL 社責

任者については有罪が確定した。被害者運動は，今日もアンダーソン前社長な

どの処罰を求め続けている。

解決過程に関しては，もう一つ指摘すべきことがある。アメリカでは1986年

に世界初の本格的な PRTR 制度と言われる「有害物質排出目録（TRI）」制度

を導入している。アメリカの有害物規制についてはボパール事故以前から動き

があり，事故直後の1985年３月に UC 社のウエストバージニア州のインスティ

テュートで酸化メチルが漏出したことなども引き金の一つではあるが，ボパー

ルがアメリカの有害物をめぐる政策や世論に与えた影響は大きい（６）。PRTR

は，その後日本を含めた OECD 諸国にひろがっているが，インドではまだ制

定されていない。また，インドでは，アスベストの使用もとまっていない現状

があり，貧富の差がアスベスト利用の差につながっているという（村山2011：

58）。このように問題解決過程においても，経済格差と被害をめぐる関係は続

いている。こうした状況も，日本で水銀使用の規制強化が進む反面でアジア諸

国への水銀輸出が続くことへの批判を思い出させる。
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３　公害の認識と公害過程

３－１　事例比較と被害の共通性

以上簡単ながらボパール事件が日本の公害事件と共通する側面について見て

きたが，ただ似ているというだけでは無意味だし，安易な比較は被害の軽視な

どに利用される危険さえある。その中で，何を比較し，何を見出せばいいのだ

ろうか。

まず考えられるのは，被害の確認であろう。環境問題の研究にあたって被害

から見ていくことの重要性はつとに指摘されるところだが，同時に，その被害

が，被害者自身にさえ気づかれない例が多いことも指摘されてきた。歴史を振

り返ると，こうした被害の潜在化は，同じ問題の中でもしばしば繰り返されて

いる。水俣病でも被害者の発掘は，現在も続いている。ボパール事件でも同様

で，被害の否定と潜在化はさまざまな形で起きており，それが被害拡大にもつ

ながっている。事故当初から，多くの医者が長期的な後遺症はないなどと言い

出した（ボパール事件を監視する会編1986：49）。1985年には MIC による体内

でのシアン化物生成を否定するために，解毒剤チオ硫酸ナトリウムによる治療

が受けられなくなった（７）。それにたいしてこの治療を続けるために被害者団

体が共同して設立した診療所が Sambhavna Trust Clinic に発展し，現在，

BMA などの援助を受けながら治療や研究を続けている。同所は，第二世代，

第三世代への健康調査なども行っているが，マネージャーの Satinath Sarangi

氏は，「ボパールは医学的問題だが，同時に政治的問題でもあることは明らか

だ」と言う（８）。被害の全容を突きとめることは治療や予防のために必要だが，

それ自体，政治的圧力に抵抗する必要があり（９），同時に，その結果は政治的

対応の変革を求めることにつながるからである。

このように被害の潜在化や放置がくり返されることへの認識は，一つの経験

が普遍的な教訓になりえることを示し，それによって問題の再発を防ぐことに
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もつながる。Sambhavna Trust Clinic では，健康被害の全貌が分かっておら

ず化学的薬物によって症状が悪化する症例もある MIC 中毒の治療のために，

インドの伝統療法を取り入れた独自の治療を行っている。このオルタナティブ

な治療方法について，Sarangi 氏は，ボパールのためばかりではなく，世界的

な必要性に応じたものだと述べる。というのは，水俣病などのように公害は各

地で起きてきたが，途上国を中心とする産業の急成長により，同じような問題

はどこにでも起きる可能性があるし，第二に，近代医学の厳しい限界も世界的

なものだからである。

３－２　公害の特殊性と普遍性

Sarangi 氏によるボパールの取り組みの普遍性に関する指摘は，水俣病など

の取り組みが国外に発信されたことの意義に重なる。1972年の国連人間環境会

議の際には，水俣病被害者がストックホルムを訪問し，公害を訴えた。その後，

原田正純氏などによって，アマゾンやカナダなどで水俣病の発生が確認された。

水俣病以外にも1980年ごろから公害防止対策に関する技術協力が北九州市や四

日市市などを拠点に行われている。また，土呂久ヒ素中毒問題にかかわる「ア

ジア砒素ネットワーク」の海外支援活動も注目に値する（10）。

だが，こうした個別的な展開はあるものの，日本の公害対策が全体的にアジ

ア各国の政策に活かされたとは言い難い。広い意味での公害は産業化の歴史と

ともに存在し，ほとんどすべての工業国で問題となっている。1964年に出版さ

れた『恐るべき公害』でも，アメリカ，フランス，イギリス等における多額の

経済的損失が示されている（庄司・宮本1964：158−162）。韓国，中国，イン

ドなど，その後に工業化が進んだ国でも同様の問題が拡大したことは言うまで

もない。また，たとえば公害ぜんそくの原因物質である硫黄酸化物や窒素酸化

物がもたらす酸性雨問題に代表されるように，公害の拡大は地球環境問題とも

深くかかわっている。だがこうした共通性にもかかわらず，日本の「公害」は
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歴史の上で独特の事象として閉じこめられているように感じられる。

公害という言葉は明治期から使われているが，1960年代後半から日本の「公

害」は，個別の問題であると同時に社会全体の問題として大きくなった。最初

の厚生省公害課長となった橋本道夫氏は，くり返し，公害追及の社会的な動き

を革命に例えている。

「（昭和47年８月末に海外勤務から帰国して）最も驚いたことは，公害行政に

対する姿勢や考え方ががらりと変わっていることであった。…信じられないよ

うな飛躍的な転換と前進を感じた。私は『これは全く平和な文化革命と同じ

だ！』と直感的に感じた。そして，これはまさしく空前絶後の大政策転換で，

日本人は熱し易くさめやすいから，この機を逃さずに公害行政の大前進を図る

べきだとこころに決めた。」（橋本1988：165−166）

ここでの変革の対象となったのは，経済発展のためには環境汚染やそれにと

もなう健康被害もやむを得ないという考え方であろう。この考え方は，原発問

題などに関連して今日でも見ることができるが，当時，被害を抱える人にもし

ばしば共有されて，環境汚染が生じている地域でも，また，当然ながら全国的

風潮としても強い力をもっていた。たとえば北九州市の八幡地区では，城山小

学校の雨樋がばいじんやセメント粉じんなどで塗り込められたようになるほど

の汚染で，1977年には同校は閉校になったが，それでも，この地区では企業や

公害を追及する声は大きくならなかったという（11）。まして，直接の被害を感

じていない市民が公害問題より企業経営を重視する傾向があることは，水俣な

どの例を出すまでもないだろう。

同じことは全国的にもあてはまり，1967年の公害対策基本法，1969年の公害

被害救済特措法に関して，上述の橋本氏は，被害を起こした企業が「罰則」と

して補償金をだすことについて，強い抵抗があったことを記している。その中

で，「革命のような」世間の動きを背景に日本の公害行政は進んだのである。

規制や対策と同時に，とくに健康被害に関しては，裁判によらずに補償救済を
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得る方法が広がり，島根県笹ケ谷のヒ素中毒などがその対象となった。このよ

うに，公害対策が進められた当初の意図としては，普遍化の方向が存在した。

だが，それにたいしては抵抗もあり，1970年代後半以降新たに「公害病」に指

定されたものはなく，公害という言葉も政策の前面から退いていく。

３－３　公害認識の意味

公害問題が，環境悪化によって生じる人間や自然の被害であると考えれば，

その被害には，原理的には，つねに「加害行為」が先行するはずである。「し

かし，現実には，社会的経済的政治的な理由が障碍となって，直接的な加害源

が特定されるまでに多くの時間が費やされる。」（飯島2000：５）したがって，

公害問題の追及は「被害」から始まることが多い。ただし，その被害の発見も

容易ではない。被害構造論に関しては，かなり深刻な事態になっても被害者自

身が被害に気がつかず，あるいは気がついてもあたかも自分自身の責任である

かのようにあきらめてしまう事例が多く，農業被害などの経済的な被害よりも，

とくに健康被害に関してその傾向が顕著であることが指摘される（飯島1984

［1993］：79）。

その中で，社会問題としての「公害」という認識は，被害者が自分たち問題

の大きさを自覚し，行動を起こすための重要な契機になった。たとえば四大公

害訴訟は1967年の新潟水俣病訴訟を嚆矢とするが，熊本水俣病の公式発見は

1956年，イ病は1940年代に被害の最激甚期を迎えていたもので，いずれも健康

被害は認識されていながら，被害者の動きはそれぞれの段階でとどまっていた。

それが訴訟などに発展するのには，新潟での提訴が大きな影響を与えている。

とくに熊本では，すでにチッソ排水が加害源であることは被害者家族にも明ら

かだったにもかかわらず，政府による公害認定の正式見解（1968年）が大きな

意味をもった（原田1972：109）。四大公害訴訟以外の，たとえば土呂久のヒ素

問題でも「四大公害訴訟が提起され，マスコミが公害報道に熱をいれたころ，
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土呂久の住民の中から『鉱山の煙や水で病気になった私たちも公害患者なの

だ』という認識をもつ者が現れた。」ことが指摘されている（川原2000：59）。

こうした傾向は古今東西を問わず存在する。1990年前後の廃棄物問題でも，

もともと汚染や廃棄物の存在は各地で認識されていたものが「産業廃棄物（産

廃）」「不法投棄」「ダイオキシン」等に関する全国的な話題とともに，全国で

一斉に顕在化した。1978年のラブキャナル事件を契機とするアメリカの有害廃

棄物問題に関する草の根環境運動や，1990年代の環境人種差別・環境正義に関

する運動にも同様の指摘が可能である。

公害という認識は，さらに，被害を共通の枠組みで捉える視点によって，被

害者や支援の連携，関連して，政治的な救済も進みやすくする。たとえばカネ

ミ油症事件では1990年代半ばに，国から旧原告に支払われた仮払金の返還問題

が起き，被害者放置が再びクローズアップされたが，その時，カネミ油症が環

境ホルモンの問題でもありダイオキシンの問題でもあるという事実から，ダイ

オキシン問題にかかわる NGO などの支援が広がり，また，坂口力厚労相（当時）

が「油症の原因はダイオキシン類」と答弁したことを転機に政治救済の動きも

進み，カネミ油症被害者救済対策の特例法案成立にいたったという（宇田

2010：89−91）。関連して，次のような指摘がある。

「一つ一つの事件にたいして個別の解決方法があることは言うまでもないが，

たとえば公害問題という一つの大きな枠組みで，ある程度の統一性をもって法

制度を整えることが，他の将来起きるであろう諸問題に迅速かつ速やかに対応

することを可能にするのではないか。」（堀田2010：25）

同様に，アスベストあるいは最近の放射能汚染問題などに関して公害として

の対応を求める声は現在も少なくない。公害認定が問題解決を意味するわけで

はないのは当然だが（12），ある問題が他の問題群と通底することを認識し，よ

り大きな視点で対策を進める意味は大きい。それに対抗して，問題を個別に切

り離し，限られた範囲で「解決」させようとする動きが出てくるのである。
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UC 社やダウ・ケミカル社は，1989年の和解でボパール事件に関する責任は終

わったと主張する（13）。

４　解決過程における逆行と差別

1970年前後の公害立法の整備が一段落を迎えた1975年ごろ，「まきかえし」

などと言われる反動の空気が起きる（橋本1988：220）。財界を起点とした環境

規制基準の緩和や公害の科学的再検討を求める政治的な動きである。この動き

は，すでに達成されていた公害対策を切り崩すと同時に，公害の範囲を拡大し

ないための牽制となり，1980年代からの「公害は終わった」「公害から環境へ」

という運動にもつながる。まきかえしは，公害対策など解決過程の進展と並行

しながら，差別などの被害構造を持ち越す動きだとも言える。その過程を明ら

かにすることは，現在およびこれからの問題解決を考える上でも有意味だと思

われる。この作業は現在も継続中だが，本節では，その一端を示して今後の課

題点整理につなげていきたい。

４－１　カドミウム土壌汚染対策をめぐる事例から

1975年１月の『文藝春秋』２月号に掲載された「イタイイタイ病は幻の公害

病か」は，まきかえしの象徴的存在であり，イ病・カドミウム問題は，まきか

えしの主要な標的とされた。そこで具体的な政策課題としてとくに重要だった

のは，富山以外の慢性カドミウム中毒をイ病と切り離すことで「公害病」と認

めず，関連してカドミウムの毒性を低く評価させてきたことである。このこと

は2010年のカドミウム食品安全基準改定にいたる歴史に影響を与えてきた。そ

れについてはすでに触れているので（渡辺・藤川2011他），ここでは，それと

かかわるカドミウム土壌汚染対策の遅れの事例から，まきかえしが現実に与え

る影響をみてみたい。
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イ病問題に関しては，もともと明治時代にさかのぼる農業被害の歴史があり，

その被害地域とイ病の発生地域は当然のことながら重なっている。イ病訴訟は，

直接的には健康被害だけを取りあげているが，原告団・弁護団は，将来の健康

被害への不安を解消するためにも，農業被害補償と土壌汚染対策を視野に入れ

て訴訟をたたかっていた。

「裁判そのものはイタイイタイ病患者に関しての裁判をしたんですが，狙っ

たところは神岡の鉱毒と縁を切ると，最初からそういうことだったんですよ…，

基本的には人の命に関わるということで裁判をしなければならなかったんです

ね，そのために，われわれは母親を出さなければならないと，そうしないと，

国も会社も立ち上がらなかったんで。（14）」

1972年８月９日に名古屋高裁金沢支部で完全勝訴が確定すると，翌10日，原

告団・弁護団は東京の三井金属で本社交渉を行い，「イ病の賠償に関する誓約

書」「公害防止協定」とともに「土壌汚染問題に関する誓約書」を締結した（15）。

そこには，「農用地の土壌の汚染防止等に関する法律」にもとづいて被害地域

の農用地復元対策事業が行われる場合，三井金属が原因者として事業費用総額

を負担することなどが明記されていた。土壌汚染防止法は，イ病公害病認定

（1968年５月）を受けて全国のカドミウム土壌汚染対策が急務となる中，1970

年末の国会で成立したもので，実施にかかわる細部はまだ明らかにされていな

かった。とくに，イ病訴訟中から土壌復元事業費用が高額にのぼることが試算

されるようになり，費用負担がどうなるかは注目された点であった。上記誓約

書は，それについて企業の全額負担をあらかじめ明記することによって，早急

な対策事業開始を可能にするものと考えられていた。だが，実際には，神通川

流域の土壌復元はパイロット事業開始が1979年，本格的な第二次事業の開始が

1983年と遅く，現在ようやくすべての工事が完了したものの，３年間の試験作

付けの後で汚染地域の指定が解除されるのは2012年と予定されている。工事が

長期化した最大の要因は対象地域が約1,500ha ときわめて広大なことにある



34

公害解決過程の事例比較に向けた意義と課題

が，他地域では1972 ～ 75年ごろに実施されている例も少なくないことと比較

しても，遅れは顕著である。そこには，富山県独自の理由と，全国的な理由と

が指摘できる。

後者を先に述べると，カドミウム土壌汚染への企業寄与率100％（土地改良

分を行政負担として事業費全体にたいする企業負担率は75％）として始まった

土壌復元にたいして，まきかえしと同じ時期，自然汚染などを計算するように

という産業界からの動きが生じた。これについては，全国統一の基準はつくら

れず，事業主体となる各都道府県がそれぞれに計算するようになった。ただし，

その結果は，企業負担率30 ～ 40％とほぼ横並びである。神通川流域でも第一

次パイロット事業では35.13％，計算の根拠がおかしいと住民運動から批判を

受けた後の第二次事業でも39.39％と決められている（飯島他2007：220）。この

際，富山県では中田知事の意向もあって企業負担率が決まるまで着工できな

かったことが遅れをもたらした（16）。

同時に，富山県は，対策工事の面積そのものを減らすために農地転用を促進

した。その代表例が，1976年６月に富山県が発表した「富山市南西部土地利用

計画（素案）」である。イ病発生地域全体を含む11,694.4ha が対象で，7,556.3ha

の農用地のうち1,475.8ha を都市的用途に転用する計画であった。とくに土壌

汚染対策の指定地域は，この時点で指定されていた1,004ha のうち575ha が農

地転用されることになっていた（17）。これについて中田知事は，1977年12月13

日の富山県議会定例会議で質問に答えて次のように述べている。

「一つは富山市の南西部土地利用計画の問題でございます。これはきわめて

カドミ汚染田の復元と緊密な関連を持ち，また深い因果関係にあるわけであり

ます。すでに地元の一応の原案をお示しをいたし，それぞれの意見を伺ってい

る段階でございますが，最も大きな障害になっておりますのは婦中町でありま

す。これは，復元事業を優先しなければ土地利用計画についてのあれには応ぜ

られないというような考え方が基本になっております。したがってこれは全く
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手がつけられない状態でございます。（18）」

この計画にたいして被害者団体は，農地転用そのものに反対するわけではな

いが，都市計画を立てても実際に工場や住宅が立地される見通しもなく，この

計画はカドミウム隠しを露骨に示したものに過ぎないと反発した（19）。実際，

この計画はその後消滅したが，こうした経緯も着工を遅らせる一因となった。

なお，この計画通りではないものの，運動公園などの公共施設を中心に汚染地

域の農地転用は進み，最終的に復元工事がされたのは1,500ha のうち900ha に

満たない。

関連して付言すると，農地転用に関する問題は各農家の対応をも難しくする。

富山市街に近い下流部では大型商業施設なども立地しているが，すべての土地

が宅地などとして売れる訳ではない。とくに細かい区画は，農地としても市街

地としても不利である。とは言え，一方では兼業化や離農が進み，また，土壌

復元と土地改良を行った優良農地は原則として８年間転用できないこともあ

り，各農家の思惑をそろえて大規模な区画整理を行うのも難しい。富山の神通

川流域ではイ病訴訟以来の取り組みの結果，対策工事完了にいたったが，国内

には，その見通しがつかない地域もある。

1972年４月１日に，東邦亜鉛を相手に日本で初めて農業被害による公害訴訟

を起こした安中市では，同じ月の17日に約110ha のカドミウムによる汚染対策

地域が指定された。だが，安中公害では養蚕（桑）や畑作の被害も大きかった

にもかかわらず地域指定の対象となったのは水田だけだったため，被害者団体

の運動により，畑地に陸稲を作付けして調査した結果最高4.0ppm（平均1.0ppm）

のカドミウムが検出され，畑地21.91ha も追加指定を受けた。だが，水田約

110ha は1983年までに工事を完了し指定が解除されたにもかかわらず，畑地と

残りの水田の計29.3ha についてはいまだに着工されていない。1986年の和解成

立以来，関係者の努力が続けられてきたが，前途は困難を極めている。復元工

事に慎重な人々が口にする最大の理由は，農地転用の可能性を含めて，最良の
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土地利用方法を見極めてから対策を行うべきだという点にある。

４－２　経済の論理のかかわり方

まきかえしに関する一つの大きな特徴は，貨幣換算，統計などの数字がよく

出てくることである（20）。上の土壌復元対策のように，なかでも経済的な側面

は強調される。ただし，公害が社会問題化する以前と違って，環境より経済を

優先すべしと直截には言わないので，その論理には独特の力が加わる。たとえ

ば，イ病カドミウム説を疑った自民党環境部会の報告書には次のように書かれ

る。

「われわれが目標とすべきは，国民の健康保全である。このための研究や調

査については金を惜しんではならないし，また，健康を守ることを絶対的なも

のと考えて諸施策を進めていくべきは当然のことである。しかも，その目標を

達成するための諸施策は，費用の点等をも考慮して効果のあるような施策の組

み合わせでなくてはならず，施策全体としての合理性に配慮することが環境政

策を推進するうえでも重要である。（21）」

この報告書には，全国のカドミウム汚染土壌対策費用500億円（5,000ha）と

いう推定が記載されている。そして，上記の引用の続きは，農民感情を考慮し

ながら米作から花卉への転作を行って差益補塡する制度などについて，法改正

を含めて実行すべきだと結ばれる。注目されるのは，健康を守ることの重要性

から「しかも」という接続詞によって土壌汚染対策の経済的合理性が強調され

ることである。

環境対策と経済的合理性との関係をどう考えるべきか，カドミウムに関する

全体的な議論は，その後，続いていない。だが，カドミウム米を産出する可能

性のある農用地を可能な限り復元していくのではなく，できるだけ基準を超え

る米を出さないようにして，対策工事実施を少なくしようとする姿勢は今日も

続き，ある意味では拡大している。コーデックスによる国際基準設定を受けて，
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2010年にカドミウムの食品安全規格および土壌汚染対策実施のための米中カド

ミウム濃度は，1.0ppm から0.4ppm に改定された。だが，この議論が活発化し

た1990年代末には，この改定によって約5,000ha の水田で新たな土壌汚染対策

が必要だという試算があったにもかかわらず，現時点で，そうした大きな動き

はない（22）。

その理由の一つとして，費用を見ることができる。神通川流域の例にならえ

ば，近年，土壌の入れ替えは１反（10a）あたり約500万円程度かかる。他方，

同じ面積の水田から得られる稲の販売額は，１俵（60kg）あたりの集荷価格

は銘柄米でも約１万円で等級によってはその半額になるから，反あたりの収穫

を８～ 10俵としても合計数万円に過ぎない。復元費用に見合う生産額をあげ

るには100年近くかかる計算になる。それにたいして，1975年時点では政府買

い入れ価格が１俵あたり１万5570円（うるち米１～４等平均）で，他方，土壌

対策費用は１反あたり約100万円だった（上記自民党の試算）。したがって，

1975年ごろなら10年足らずで土壌復元費用に見合う米の生産額に達したことに

なる。さらに，生産者米価は1980年まで上昇し続けていたし，機械や燃料などの

必要経費も今より安かったので，実際には，この差はさらに広がる（23）。

水田の価値をこのように単純に計算することはできないが，土壌復元が話題

になるところでは，そこまで露骨でないにしろ，「それに見合うか」という疑

問を農業者自身が自問することが多い。とくに高齢化が進んだところなどでは，

農作業が煩瑣になったとしても湛水栽培などで稲のカドミウム吸収を抑え，汚

染問題が出ないようにという選択肢が現実化する。そこでは，商工業などにた

いする農業への経済的差別，地域差別（地価），高齢者差別がかかわり，被害

を受けた農業者自身が問題を顕在化させまいとする，公害被害論で指摘されて

いた差別と被害潜在化が再び見られるのである。
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４－３　解決過程における被害と差別の関係

チッソ水俣工場の対応を取りあげた平岡義和氏は，当時の工場幹部に環境汚

染による住民被害については「がまんしてもらう」という態度が形成されてし

まっていたと推測できるとしている（平岡1999：137）。この指摘は，悪意なき

差別の問題点を如実に表している。これに関連する事象として，公害は経済成

長のやむを得ない副産物という一般的な意識や，被害の潜在化にかかわる被害

者の意識（無意識）がある。公害訴訟やそれにともなう公害の社会問題化は，

こうした悪意なき差別を自覚し，反省する過程でもあった。まきかえしは，あ

る意味で，それを元に戻す動きである。もちろん，ニセ患者発言等を悪意のな

いものと言うことはできないし，規制緩和を求める企業の利己性は意識的なも

のである。まきかえしの始まりには意図的な悪意や差別意識が指摘できるが，

その延長線上には，「細かい個別の問題は残るとはいえ全体としての公害は終

わった」「これくらいの排出は仕方がない」「基準値以下だから大丈夫」といっ

た1960年代とも似た言説が戻りつつある（24）。

それについて，上記では土壌汚染対策と経済的合理性の関係を見た。経済的

な側面は数字によって示しやすいが，環境対策や農業の価値はそうではない。

したがって両者の関係を調整することは難しく，そもそも，単純にどちらが重

要かという話でもないはずである。その判断には，より広い視野に立った議論

が必要だと考えられる。

先にアメリカの有害廃棄物処分場問題に触れたが，こうした処分場反対運動

は，NIMBY すなわち自己中心的な主張だという批判を受けた。だが，他のす

べての地域が受け入れている負担を自分たちだけ拒否するのなら NIMBY と

いう批判もやむを得ないかもしれないが，皆が嫌がるものを自分たちもいやだ

というのは当然の主張だろう。むしろ，有害廃棄物を産出し，よそに送り込む

側の NIMBYism が問われるべきである（清水1999）。この考え方からは，そ
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もそもの有害廃棄物の発生を抑えようという議論なども生まれ得る。ただ，ア

メリカでこうした取り組みが生まれてくるためには，類似の問題を抱える地域

の連携と，有害物管理を問題として認識する社会的関心の高まりが必要だった

のである。

同様のことは公害についても言えるだろう。こうした普遍化と連携にたいし

て，たとえばイ病に関するまきかえしは，富山のイ病と他地域の慢性カドミウ

ム中毒を分けることを求めた。その影響を受けた議論ではカドミウムは微量な

ら大丈夫という言説がくり返されてきた。そして，カドミウムの食品規格にお

ける基準がかわっても排出基準は変わらず，カドミウム問題がその生産の段階

を含めた全体的な議論にはなっていない現状が残されている。

「もともと公害の被害者は被害を身体全体，生活全体で感じているのに対し

て，加害者側は被害を目に見える部分に限定し，甚だしい場合は被害の存在す

ら認めようとしない。…この関係は対等ではない。第三者が被害者の表現しよ

うとする公害の全体像と，加害者の主張する部分とを公平に聞き，その中間を

とろうとすれば，全体と部分の中間をとることになり，それはかならず部分的

な解決にしかならず，被害者から見れば加害者寄りの答えにしかならない。被

害の内容は複雑で，客観化の困難な部分を含んでいるから，被害を全体として

とらえるのは第三者には相当困難な課題である。」（宇井1996：108−109）

この課題は，いかに公害の認識が難しいかを示したものであるが，ダイオキ

シン，アスベスト等々，近年でも，一定の対策はとられたものの全体的な解決

にいたらないまま時間が過ぎつつある事例は存在する。問題を部分として限定

させた上で，それが大きくなれば対応するが小さくなれば放置するという状況

が続いてよいのか，問題解決とは何なのかが問われるだろう。
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５　むすび─解決と放置の関係

環境汚染による健康被害が生じたとき，その対策は，①実態の解明，②被害

の救済と補償，③被害拡大と再発の予防という３つの方向性について，すべて

考慮されたものでなければならないだろう。被害の原因と経路を明らかにし，

今後の被害拡大の恐れがないかどうかを確認することは，被害補償や再発予防

のためにも必須の要件と考えられる。環境汚染をめぐる損害賠償も，その被害

の程度や範囲を明らかにしなくては最終決定できないはずである。

だが，現実には被害者救済の名目のもとで加害者の責任の範囲を早急に決め

てしまい，結果として問題解明を大幅に遅らせることが多い。先述したボパー

ルの第二世代等への被害もその一つだし，水俣病の見舞金契約についてはくり

返すまでもないだろう。同様に，慢性ヒ素中毒では多様な内臓疾患との関係が

指摘されているが，公健法の認定要件は皮膚症状と鼻粘膜はん痕または鼻中隔

穿孔によっている。こうした傾向はアジアに限ったことではなく，たとえば，

アメリカのフェアチャイルド事件では，健康被害に関する住民からの提訴は和

解になったが，州政府による健康調査では因果関係の特定にまでは至っていな

いという（吉田1998）。同じく，トリプトファン事件，ラブキャナル事件など

でも，健康被害が争われたが，原因物質や因果関係を明らかにしないままの和

解で終わっている。訴訟確定後も微量カドミウムの長期蓄積に関する研究や発

生源対策が続けられたイタイイタイ病問題などは，むしろ貴重な例外と見られ

る。

このことを，冒頭にあげた解決過程のサイクルに即して言えば，変革行為→

決着の間で一種のズレが生じていることになる。ここまで見てきたように，そ

うしたズレを生む要因の一つは経済的側面である。被害への補償が重要なこと

は言うまでもないが，経済的側面が過度に強調されると背後で問題が放置され
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やすい。金銭的補償は紛争解決の手段として分かりやすいし，数字は客観的に

見えやすい。だが，宇井氏の指摘のように，客観性は被害の全体像を見失うこ

とにつながる。とくに少数の第三者に評価を任せたときには，恣意的な操作も

起こり得る。ボパール事件はその典型例だろう。

貨幣換算や数字による比較は，二つの段階で問題の単純化と被害の切り捨て

を生む可能性がある（25）。換算の前の段階では，計算に加える要素やその評価

が問題になる。そこでは，切り捨てだけでなく，ボパール事件の補償金査定の

ように差別的視点が持ち込まれることもある。また，評価当時には十分に見え

ても，後から新たな被害が見つかることもある（26）。次に，換算の後では，少

数者の被害あるいは少額の被害が軽視されやすくなる。農用地土壌汚染対策事

業はその一例である。関連して付け加えれば，リスク間のトレードオフを示す

ことで一方のリスクを受容させようとする論理にも同様の注意が必要だろう。

こうした傾向に共通性があるとすれば，個々の事例の解決過程を調べると同

時に，その比較研究を進めることも大事だろう。公害問題解決のあるべき原則

や理念をさぐる「解決方法論」と，事実認識としての「解決過程論」は研究課

題としても別とされる（舩橋1999：108）。個別問題の解決を理想的な解決方法

から分けようとする現実の力がまず作用する点は，問題・被害・関係者の範囲

を狭めるところにあると思われる。その過程を明らかにすることは，あるべき

問題解決の方法を普遍的な形で示すことにつながるだろう。

ここまで記してきたこととの関係で言えば，そうした解決にとっては，被害

者などを中心とした継続的な活動，さらに関連しあう問題の関係者が互いに協

力し合い，より普遍的な問題を提示すること，そして，それにかかわってより

広い範囲への社会的関心の拡大が，あるべき解決方法を定めるために重要だと

予想される。ボパール事件を補償金支払いで終わらせなかったのは，被害者の

運動が継続し，それを国内外から支援してきたからであった。また，同じ議論

が，密室で行われるか，公開の場で行われるかの違いだけで結論が異なること
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もある（27）。

その点から今後の研究課題を考えるならば，解決過程論を解決方法論につな

げていくためにも，公害問題の解決過程にみられる共通性を明らかにすること

が求められるのではないか。日本の公害対策の歴史には後々まで評価されるべ

き点も多い。それらを他の事例に応用させるためにも，解決過程の進展・逆行・

放置などの経過を経験的に一般化し，それを踏まえて，あるべき解決方法を探

ることが有効だと考えられる。
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（14）　イタイイタイ病対策協議会副会長（当時）の江添久明氏からのインタビュー（2001. 

11. 1 ）による。
（15）　誓約書や協定の詳細については，松波（2010）などを参照。
（16）　負担率計算をめぐる問題点については神通川流域カドミウム被害団体連絡協議会

（1980），松波（2010）などを参照。
（17）　最終的な指定地域1,500ha のうちでは，850ha が転用対象となった。
（18）　神通川流域カドミウム被害団体連絡協議会（1979：33）から引用した。
（19）　イタイイタイ病対策協議会会長（当時）小松義久氏からのヒアリング（2003. 2. 23）。
（20）　関連して，1980年代末に環境庁関係者が公害予防対策は被害が起きたときの補償費

用などより安上がりであるという計算を示している（地球環境経済研究会1991）。こ
の主張には同意するが，四日市などの事例での試算結果からは，規制や対策に関する
政治の動向が企業の利害に大きくかかわることも同時に示唆される。

（21）　自民党政務調査会環境部会『カドミウム汚染問題に関する報告』1976年１月29日，
p.18からの引用。

（22）　この試算は，旧食糧庁のカドミウム米調査の結果を基に毎日新聞（2002.7.9）が計算
したものである。規準改定の詳細については渡辺他（2010）参照。
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（23）　神通川流域で土壌復元事業にともなう役員を務めた方のお話によると，1960年代後
半に父が構造改善事業の換地委員長をしていたときには農家同士の調整のために二晩
も帰宅できなかったが，20年後の今回は，農地への執着も少なく，ほぼ事務的に作業
できたとのことであった（婦中町宮川地区＜当時＞でのヒアリング2001. 11. 2，による）。

（24）　北九州公害の防止対策に努めたある企業関係者は，同市公害対策局10周年記念誌へ
の寄稿に，「それにつけても，ここまで環境の改善に実績をおさめた北九州市の現状
からみれば，この“公害対策局”という名称は，いささか過去の名残りのように思わ
れてなりません」と，「環境管理局」などへの改称を勧めている（北九州市公害対策
局1981：134）。なお，同局が「環境局」と改称されたのは，北九州市が国連環境計画「グ
ローバル500」を受賞したのと同じ1990年である。

（25）　貨幣にかかわる還元主義の問題点は，公害に限るものではなく，社会の考え方全体
として問うべき意味があるだろう（シヴァ 1994，参照）。

（26）　カドミウムやダイオキシンでも後からより微量での影響が指摘されたが，後から大
きな問題が判明した典型例としては森永ヒ素ミルク事件がある。

（27）その一例としてイ病認定をめぐる不服審査請求の過程を見ることができる（飯島他
2007，参照）。
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付記

�　本稿は，日本学術振興会科研費（課題番号21530559）による成果の一部である。なお，
本稿のボパールに関する記述は，2011年６月４日に関東学院大学で開催された環境社会学
会第43回大会における企画セッション３「研究手法としての環境年表」で報告した「過程
としての環境問題をどう捉えるか─事例比較と年表の詳細化」の一部を用いている。


